
年度　事業シート

第6次廿日市市総合計画 （前期基本計画）

3
1

3

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３ 年度 予算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
事業内容・目的

【歳出】
・特別旅費（県外） 千円
・外国人材受入支援業務委託料≪新規≫ 千円

年度決算 年度予算 年度予算

令和 2

担当課名 環境産業部　産業振興課

会計 01 一般会計
方 向 性 資源を活かす 款 06 商工費
重 点 施 策 ライフステージに応じた支援をする 項 01 商工費
施 策 方 針 就業希望者の経験や能力が発揮できる環境づくり 目 02 商工振興費

事業開始年度 令和 1

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

実施主体 市役所（職員）の役割 関係団体（パートナー） 関係団体（パートナー）の役割

令和 2

185
1,000

項　　目 平成 30 令和 1 令和 2
  直  接  事  業  費  A 0 1,268,000 1,185,000 

    国   庫   支   出   金
    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )
    そ   の   他（使用料など）
    市  （ 市税 な ど ） 1,268,000 1,185,000 

人 0.05 人 0.05 人
435,350 425,450 

  総  事  業  費 (A+B) 1,703,350 1,610,450 

人口（4月1日現在） 117,487 人 117,487 人 117,215 人
市民1人当たり 14 14 

市内事業者に対するアンケート調査 回 - - 1 

ＤＩ値（景況判断指数）見通し ％ - 25 25 全産業（雇用人員）

予
算
科
目

事業名
人材確保対策支援事業

根拠法令
条例

個別計画 等
産業振興ビジョン

目　　
的

市内事業者（市内産業経済
団体）

企業情報の発信や雇用情報を提供するなど市内企業情報の発信力が強化され、市内
事業者と就労希望者をつなぐことで、就業意欲のある人がその能力を発揮でき、就
労しやすい職場環境や事業者が求める人材が持続的に確保できている。

市 ・市内事業者への人材確保対策支援
UIJターン促進協議会、産業
経済団体、産業支援機関、
ハローワーク、大学

・情報発信力の強化支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・業界研究セミナーの共催

市内企業が外国人材の受入れや、多様な人材確保に向けた市内中小企業等のニーズを把握するとともに、
地元大学における業界研究セミナーや大学生等の就労希望者と市内企業とのマッチングを実施する。
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）



年度　事業シート

第6次廿日市市総合計画 （前期基本計画）

3
1

2

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３ 年度 予算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
《制度・事業の概要》

【参考】
H30　イクボストークの開催（広島県知事と経営者とのパネルディスカッション）
R1　外国人材活用セミナーの開催

【歳出】
ダイバーシティ経営普及セミナー企画運営業務委託料 千円

年度決算 年度予算 年度予算

令和 2

担当課名 環境産業部　しごと共創センター

会計 01 一般会計
方 向 性 資源を活かす 款 06 商工費
重 点 施 策 ライフステージに応じた支援をする 項 01 商工費
施 策 方 針 多様な生き方への支援 目 02 商工振興費

事業開始年度 平成 29

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

実施主体 市役所（職員）の役割 関係団体（パートナー） 関係団体（パートナー）の役割

令和 2

800

項　　目 平成 30 令和 1 令和 2
  直  接  事  業  費  A 298,080 880,000 800,000 

    国   庫   支   出   金
    県　 支　 出　 金
    借   入   金   ( 市 債 )
    そ   の   他（使用料など）
    市  （ 市税 な ど ） 298,080 880,000 800,000 

0.50 人 0.50 人 0.40 人
4,280,500 4,353,500 3,403,600 

  総  事  業  費 (A+B) 4,578,580 5,233,500 4,203,600 

人口（4月1日現在） 117,487 人 117,487 人 117,215 人
市民1人当たり 39 45 36 

セミナーの開催 回 4 5 6 累計

一般事業主行動計画策定企業数(次世代法) 社 91 95 99 累計（男女共同参画プランから推計）

イクボス同盟ひろしま加盟事業数 社 6 8 8 累計（ビジョンKPI）

予
算
科
目

事業名
ダイバーシティ経営普及促進事業

根拠法令
条例

個別計画 等

廿日市市産業振興基本条例
廿日市市産業振興ビジョン

目　　
的 市内の事業者

●市内事業者のダイバーシティ経営に対する意識が高まり、本市における多様な働
き方が実現し、働きやすい環境が整うとともに、事業者がダイバーシティ経営を意
識することで、企業の経営革新や新たな顧客開拓につながり経営力がアップしてい
る。

市 ダイバーシティ経営の普及
経済団体、産業支
援機関、金融機関

・会員への普及、セミナーの周知
・連携した事業の実施

○産業経済団体と連携し、多様な働き方、多様な人材の活用を推進することによって、企業のイノベーションや
新たな人材の獲得、人手不足の解消にもつながるダイバーシティ経営の普及促進を図るセミナーを実施する。
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年度　事業シート

第6次廿日市市総合計画 （前期基本計画）

3
1
1

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３ 年度 予算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
《制度・事業の概要》
●公私連携型保育所　串戸保育園

　民間事業者による串戸保育園の解体・再整備補助を実施する。
【歳入】

安心こども基金特別対策事業補助金（基準額×8/12） 千円
社会福祉施設整備事業債 千円
まちづくり推進基金繰入金（モーターボート競走事業収入） 千円

【歳出】
串戸保育園整備補助金（基準額×9/12） 千円
串戸保育園事前調査・解体工事費用補助【R1→Ｒ2　債務負担行為】 千円

●民間保育園公募
　待機児童解消のため、廿日市東地域、廿日市西地域、大野地域に民間保育所を整備する。
【歳入】

保育所等整備交付金（基準額×8/12） 千円
保育対策総合支援補助金（基準額×8/12） 千円
社会福祉施設整備事業債 千円

【歳出】
民間保育園整備補助金（基準額×9/12） 千円
（３園）定員30～90名

●友和こども園トイレ改修（国1/2　市1/4　事業者1/4）
【歳入】 保育所等整備交付金（基準額×0.435） 千円

認定こども園施設整備費補助金（基準額×0.565） 千円
【歳出】 トイレ改修費補助金 千円

年度決算 年度予算 年度予算

令和 2

担当課名 福祉保健部　こども課

会計 01 一般会計
方 向 性 資源を活かす 款 03 民生費
重 点 施 策 ライフステージに応じた支援をする 項 02 児童福祉費
施 策 方 針 保育の充実と女性が活動しやすい環境づくり 目 03 保育園費

事業開始年度 平成 27

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

実施主体 市役所（職員）の役割 関係団体（パートナー） 関係団体（パートナー）の役割

令和 2

204,156
58,700
25,000

229,676
47,932

169,022
40,000
16,800

235,152

1,305
1,695
4,500

項　　目 平成 30 令和 1 令和 2
  直  接  事  業  費  A 394,995,000 226,193,000 517,260,000 

    国   庫   支   出   金 351,108,000 155,358,000 210,327,000 
    県　 支　 出　 金 205,851,000 
    借   入   金   ( 市 債 ) 56,600,000 75,500,000 
    そ   の   他（使用料など） 29,000,000 10,000,000 25,000,000 
    市  （ 市税 な ど ） 14,887,000 4,235,000 582,000 

0.50 人 0.30 人 0.30 人
4,280,500 2,612,100 2,552,700 

  総  事  業  費 (A+B) 399,275,500 228,805,100 519,812,700 

人口（4月1日現在） 117,487 人 117,487 人 117,215 人
市民1人当たり 3,398 1,947 4,435 

認可保育園整備数 個所 4 3 4
低年齢児の受入定員増 人 114 92 150
待機児童数（ 4/1） 人 0 0 0 H29～新定義
待機児童数（10/1） 人 121 20 20 同上

予
算
科
目

事業名
保育園整備事業

根拠法令
条例

個別計画 等

児童福祉法
子ども・子育て支援法民間保育園の整備

目　　
的 保育を必要とする児童

・保護者の就労、疾病などにより保育を必要とする児童の保育を行う。　　　　　　　　　　　
・待機児童対策のため、民間事業者を活用し私立認可保育園の整備を図る。

市
該当園への補助金交付決定・補助金
支出

私立認可保育園 質の高い安定した保育運営
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年度　事業シート

第6次廿日市市総合計画 （前期基本計画）

3
1
1

年度

１　事業の目的、意図

２　事業の実施主体・関係団体・役割

３ 年度 予算 （事業の内容・コスト情報・目標到達見込）
《制度・事業の概要》

待機児童対策のため、大野西児童会に専用施設を整備する
大野西児童会新築工事：木造2階建て　　延床面積233㎡　　定員90名

【歳入】
子ども・子育て支援交付金（国1/3） 千円
子ども・子育て支援交付金（県1/3） 千円
子ども・子育て支援整備交付金（国4/6） 千円
子ども・子育て支援整備交付金（県1/6） 千円
社会福祉施設整備事業債 千円
まちづくり推進基金繰入金（モーターボート競走事業収入） 千円

【歳出】
旅費（特別旅費） 千円
需用費（消耗品） 千円
大野西児童会新築工事監理業務 千円
高速道路通行料　※工場検査（東広島市） 千円
大野西児童会新築工事 千円
備品購入費 千円
建設負担金　※水道施設整備負担金（口径40mm） 千円

年度決算 年度予算 年度予算

令和 2

担当課名 福祉保健部　こども課

会計 01 一般会計
方 向 性 資源を活かす 款 03 民生費
重 点 施 策 ライフステージに応じた支援をする 項 02 児童福祉費
施 策 方 針 保育の充実と女性が活動しやすい環境づくり 目 06 児童福祉施設費

事業開始年度 昭和 46

【対象】誰の（何の）ために 【目指す姿・意図】（いつまでに、どういう状態に）

実施主体 市役所（職員）の役割 関係団体（パートナー） 関係団体（パートナー）の役割

令和 2

673
673

43,953
10,988
35,800
10,000

5
467

2,272
4

97,439
1,553

880

項　　目 平成 30 令和 1 令和 2
  直  接  事  業  費  A 89,869,872 108,634,000 102,620,000 

    国   庫   支   出   金 35,817,000 46,466,000 44,626,000 
    県　 支　 出　 金 9,255,000 11,912,000 11,661,000 
    借   入   金   ( 市 債 ) 28,400,000 35,800,000 
    そ   の   他（使用料など） 44,700,000 20,000,000 10,000,000 
    市  （ 市税 な ど ） 97,872 1,856,000 533,000 

0.30 人 0.30 人 0.30 人
2,568,300 2,612,100 2,552,700 

  総  事  業  費 (A+B) 92,438,172 111,246,100 105,172,700 

人口（4月1日現在） 117,487 人 117,487 人 117,215 人
市民1人当たり 787 947 897 

専用施設の整備箇所数 箇所 1 1 1 

待機児童数 人 0 0 0

予
算
科
目

事業名
児童会整備事業

根拠法令
条例

個別計画 等

児童福祉法
廿日市市留守家庭児童会条例大野西児童会新築工事

目　　
的

放課後、就労等で保護者が
不在の小学校在校生

・児童の健全育成を図り、保護者が安心して就労できる環境を整備する。
・待機児童対策のため、留守家庭児童会の専用施設の整備を図る。

市 児童会の整備 小学校等 児童会整備に伴う場所提供等の協力
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